
　鬼頭　コロナ禍で県弁護士会も法律相談窓口
を一時閉じるなどしました。
　井口浩治会長　対面での法律相談（名古屋法
律相談センター）は昨年４月中旬から５月いっ
ぱい、中止しました。その代わり電話の無料相
談を開設してカバーしました。日ごろの相談窓
口がなくなってはいけないので日本弁護士連合
会（日弁連）が旗を振り全国的に実施されまし
た。
　国や自治体の補助・支援の対応もありますが、
コロナ禍で苦境に陥った債務相談などはフォ
ローの必要があります。もともと東日本大震災
の時に金融機関への支払い猶予など自然災害時
の債務整理のガイドラインが作られましたが、
コロナ禍を原因とする返済にも適用されること
が昨年 12月に決まり現在活用されています。
　コロナ禍はボディブローのように効いて今

後、破産などが表面化すると思われます。これ
から出て来るそういった問題への対応にも怠ら
ないようにする。どうやったら困っている人に
支援できるかいろんな手段を考えていく必要が
ある。この一年、直面する問題に今までやって
なかった対応をしてきました。今後もその経験
を踏まえ対応できていける、と思っています。
一方でコロナ禍により講演会など対外的事業な
ども出来ませんでした。リモートやズームなど
で代替したこともあり、市民向けの事業は試行
錯誤しながら今年度も行います。
　――弁護士活動そのものへの影響はありまし
たか？
　井口　昨年４、５月は裁判所職員の半分が交
代制になり、裁判の期日が延期され、判決が延
びたり調停も滞ったりかなり影響がありまし
た。例えば担当した民事訴訟でも、３月初め

に和解の合意が出来て、４月 10日に成立予定
でしたが裁判所の期日が入らず、何とか民事訴
訟規則の特例により電話で裁判所、代理人（弁
護士）同士がやり取りして切り抜けました。１
カ月予定がずれると影響は大きく、そういった
例が多いため、なるべく裁判を止めないよう裁
判所内部でも対応を検討され、今後はこれまで
以上に弁護士会とも協議がされることになりま
す。

進む民事手続きのオンライン化
　一方でもともと民事訴訟のＩＴ化を段階的に
進める計画があり、昨年２月から第１段階が試
行的に始まりました。コロナ禍と重なりました
が、書面による準備手続きを法廷に来ることな
くアプリを使ってオンラインでやり取りするも
のです。ズームに似ています。パソコンを使っ
て弁護士事務所同士、裁判所間で既に行われて
いて、２０２５年までには訴状提出などを含め
すべてオンライン化される、と聞いています。
コロナ禍でこの動きが加速していくかもしれま
せん。
　――２０１９年に女性活躍推進法が改正さ
れ、ジェンダー平等はＳＤＧｓでも５番目に掲
げられています。県弁護士会として取り組まれ
ることは？
　井口　弁護士会としては会員女性比率３割を
目標値としていますが、現実はなかなかむつか
しい。県弁護士会の副会長は５人でうち１人は
女性。最近、女性副会長は最低でも１人おられ
ます。会員の女性比率はだんだんアップして２
割近く。全国平均でも同じ傾向です。
　県弁護士会には 63委員会があり、その委員
の３割を女性会員に任命する取り組みをしてい
ます。また委員会の中の男女共同参画推進本部
が中心となって女性比率増加を含む基本計画を
策定中です。また、両性の平等に関する委員会
において性差別、ＤⅤ対応への取組もなされて
います。
　――改めて伺いますが、弁護士法第１条に「弁
護士は、基本的人権の擁護と社会正義の実現を

使命とする」とあります。これについて会長の
お考えをお聞かせください。
　井口　もともと戦後日本の体制は三権分立
（司法・行政・立法）と定められ、その中で裁
判関係は弁護士を含め司法が担うことになりま
した。裁判所と検察庁は国の人ですが、弁護士
だけが唯一、在野です。憲法で保障されている
基本的人権、すなわち自由権を在野として守る
立場。戦前からの反省で権力からの束縛を受け
ず、自由な立場でそれをどうやって守るか。そ
れが弁護士の役割です。法曹に携わる資格は「何
となく」ではなくて、人権・自由権を守ること
を活動の根幹にしていくことが前提だと敢えて
第１条で規定されたのです。

弁護士不祥事に悩みも
　これはかなり独自なもので米国の制度を持っ
てきたわけではありません。ちなみに戦前の日
本では国（司法大臣・検事正）の監督下にあり
ました。また、在野と言いましたが、弁護士会
は自治組織でそれが一番の特徴で監督官庁はあ
りません。過去の歴史からそうなったのですが、
社会の信頼を失ってはいけない。その為には第
一条で規定された使命を弁護士は担っていかな
いといけない。最近はいろいろな背景から倫理
観が緩んで、不祥事等の事で問題が出たりして
います。そういう事例が出ると弁護士に対する
信頼が失われてしまう。一方で、「弁護士は敷
居が高い」と一般に見られがちです。敷居を低
くしながらも倫理観は維持しなければならない
のですが、不祥事の発生には苦慮しているとこ
ろです。
　――最後に、会長ご就任のご抱負を。
　井口　県弁護士会の会員は今年１月現在
２０８７人。うち過半数がロースクール（法科
大学院）世代です。それまでと少しシステムが
異なるので、弁護士法１条の受け止め方も違う
ようです。価値観の多様化なのかもしれません
が、同１条に基づいて活動するという前提がな
いと意味がなくなります。皆で共有できるよう
会の運営をしていきたいと考えています。
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　ワクチン接種が始まったとはいえ、新型コロナウイルス感染症の猛威は、緊急事態宣言の解除直
後から第４波の流行が始まったという見方もある。その社会経済的影響は計り知れず、法曹界も例
外ではない。２０２１年度の愛知県弁護士会会長に就任した井口浩治氏（61）に新任の弁ととも
にコロナ禍の影響について聞いた。（聞き手は編集顧問・鬼頭直基）


